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畜産主産地形成事業 
 農業基本法の制定に伴い、将来の農業は選択的拡

大の方向に前進することになるが、その際成長部門

としての畜産に対する期待は大きい。このため国は

昭和 36 年度より乳、肉、卵の生産を主目的とする家

畜を対象として、適地適産の見地から一定の基準に

適合する地域を選び、その地域を畜産主産地として

育成を図ることになり、本県においても国の割当を

受け、昭和 36 年度においては小田郡美星町、吉備郡

高松町を実施することになった。 

 この事業のねらいは、地域としては畜産経済圏的

な形成をはからうとするものであって、個々の農家

においては飼養規模の拡大とともに、労働生産性の

向上をはかるため、資本装備の充実が必要となるが、

自立経営農家および自立経営に至らない農家も多頭

飼育と協業によってこの事業を促進することになっ

ている。 

 この主産地の種類と目標規模は別表のとおりであ

るが市場に対する取引を有利にするため、均質のも

のを計画的に量産する必要があるので、それぞれの

主産地別に出荷の目標数量が決められている。出荷

量を定めた考え方としては、原料乳主産地にあって

は、近代設備を有する中心乳業工場の合理的集荷月

量を 60 トンと定め、市乳主産地はタンクローリー１

台による集荷量とし、和牛主産地の 1,200 頭は、毎

月 100 頭の繁殖用および肥育用素牛の定期出荷が可

能であり、かつ生産者が出荷施設を経営し得る数量

とし、肉牛主産地については年４回各 500 頭の肥育

牛出荷が可能であり生産者が出荷施設を経営し得る

数量としている。また鶏卵主産地は毎日鶏卵１貨車

分の量を、食鳥主産地は５日目ごと 2,000 羽を定期

的に出荷しうる数量として定められている。以上の

出荷量は原乳主産地が３～８ヵ市町村で構成される

他、他の主産地は１市町村で構成されることを原則

としているので、この地域のひろがりで生産し出荷

されることになるわけである。したがって常時飼養

頭羽数は定められた主産地出荷量に必要な頭数が定

められた。 

 畜産主産地は県知事がその区域ごとに、自然立地、

社会経済的諸条件を考慮して、適地適産の見地から

市町村長、畜産主産地顧問団の意見をきくと共に、

農林大臣と協議してその市町村を決定するわけであ

る。またこの事業の計画は基本的な全体計画と事業

実施計画にわかれ、個別農家の営農改善の目標を定

めて、全体計画は５年、事業実施計画は２年とし補

助事業費は 1,000 万円とする。この計画の内容は、

（１）主産地形成の目標、（２）家畜の飼養（導入、

増殖）に関すること、（３）家畜経営の合理化に関す

ること、（４）家畜の飼養管理の改善に関すること、

（５）飼料の生産利用および購入に関すること、（６）

家畜の保健および衛生に関すること、（７）家畜およ

び畜産物の生産販売に関すること、（８）施設の設置

利用に関すること、（９）主産地形成に伴って必要と

なる営農改善に関すること、（10）主産地形成事業の

推進指導に関すること、（11）資金調達に関すること、

以上の計画が農林大臣と協議の結果承認になれば国

は事業費の 30％及び附帯事務費の一部を補助するこ

とになっている。 

 この様な新しい補助体系として昭和36年度より畜

産主産地形成事業が出発したが、河野農林大臣就任

を期として昭和37年度以降本事業は現在国において

構想を急いでいる農業構造改善事業の一環として実

施されることになるが、内容については畜産生産地

形成事業と同様になる模様で、新しい村づくり新農

業の方向指針として本事業に対する期待は大きい。 


